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１．東京2020大会に向けて 
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 2020年東京大会では、日本の優れたITを使い、様々なコミュニケーション・チャネルや手段を活
用して実施。 

 ＩＴや通信技術という、オリンピックの価値を普及させ、世界中の若者層に伝える新しい手段を
提供する２分野における名高いイノベーションの力は重要なコミュニケーションの機会 

 ソーシャル・メディア を活用し、そこに日本の優れたITも巻き込んだ、統合されたプロモーション
プログラム及びメディア活動 

１－３ 2020年オリンピック・パラリンピック立候補ファイル(抄)ICT関連部分の抜粋等① 

基本的考え方 

① ICTインフラ 

 安定した高速通信や信頼性の高い超高精細映像機器や超高速度カメラなどの、映像技術を提
供。 

 すべての競技会場及び非競技会場で、無線LAN、LTE、WiMAXなど、高速・大容量のデータ通
信用ワイヤレスサービスを利用することが可能。 

② 競技中の環境 
 東京の有名な公園に大型スクリーンを設置。東日本大震災の被災地にもライブサイトを設置し、

東京の会場と中継 

 選手村は技術革新の世界的リーダーとしての日本の立場を保ち、新技術を特徴づける場。居住
ゾーンの至るところで、ライブ映像やタッチスクリーンなどが見られる。 
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（出典）立候補ファイル（東京2020オリンピック・パラリンピック招致委員会がIOCに提出）よりICT関連部分について総務省作成  



③ スマートなアクセス 

 全ての観客が会場への道順をすぐに把握でき、会場へのアクセシビリティが最大化されるよう適
切な標識及びシステムを確保。 

 カーナビゲーションや鉄道の車内情報システムを通じ、様々な交通情報を提供。 

 駅の事前情報、路線図、英語などの外国語の表示・音声案内による情報提供体制を2020年まで
に構築 

 多くの鉄道に設置されている「車内情報システム」では、競技結果や東京の観光案内、競技場へ
のアクセス情報を多言語で提供 
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④ オープンデータ 

 チケットについて、インターネット、モバイル機器等を通じてリアルタイムな空席情報を配信 

 収集する交通情報をさらに高密度化・高性能化し、ドライバーに対して、渋滞、交通規制、目的地
までの旅行時間などの交通情報を、光ビーコンや情報板等を通じてリアルタイムに提供 

 位置やバス停への到着時刻などの情報を提供するバス・ロケーション・システムをWeb及びモバイ
ルで提供 

 

１－３ 2020年オリンピック・パラリンピック立候補ファイル(抄)ICT関連部分の抜粋等② 



２．これまでの五輪大会におけるＩＣＴの活用 

7 







２－２ 最近の五輪大会におけるICTの活用 

ソチ 冬季オリンピック・パラリンピック【2014】 
 ○大会初、ネット仮想化や、BYOD(BringYour Own Device)を最大限活用したオリンピック 
 ○IPTVによる映像配信、デジタルサイネージへの配信も実施。 
 ○ネットワークへのアクセス手段が有線中心から無線中心へ。 

ロンドン 夏季オリンピック・パラリンピック【2012】 
 ○過去最大の「デジタル五輪」  
 ○SNS基盤のソーシャルオリンピック具現化 
 ○高密度・高効率無線Wi-Fi環境整備 
 ○ソーシャルメディア、セキュリティ、サスティナビリティ／スケーラビリティがICTの3本柱 
 ○五輪大会の運営上不可欠な要素として、クラウドを活用した仕組みを構築。 

平昌 冬季オリンピック・パラリンピック【2018】 
 ○世界発の５Gサービス稼働を披露。 
 ○5Gインフラをベースに、①実感型ホログラム端末デモ、②IoTサービス等の提供。 
 ○UHD（Ultra high definition television）の普及推進。 
 年内に平昌ICT冬季五輪推進ロードマップをまとめる方針。 

（出典）http://itpro.nikkeibp.co.jp/article/COLUMN/20140202/533982/ 

（出典）韓国未来創造科学部発表（2014年7月）等 

リオ 夏季オリンピック・パラリンピック【2016】 
 ○サスティナビリティ、環境負荷軽減を配慮。 

（出典）平成25年度オリンピック・パラリンピックがもたらすＩＣＴ分野の事例及び経済効果等の調査研究（ＭＲＩ）等 
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（出典）http://www.rio2016.org.br/en 







２－４ 今後想定されるICTサービスの例 13 

①自動走行車 
 自動車に各種センサーや人口知能を備えたコンピュータを取り付け、人間の操作を簡略化、あるいは省略して自動で走行することを可能とする自動車
の実用化。センサーから得られる膨大なデータの高速、リアルタイム処理を可能とするシステム開発が課題。 
 
②交通分野におけるビックデータ活用 
 数千万台の車を仮想空間で走らせ、気象災害予測システムとも組み合わせて、渋滞発生を予測するなど、ビックデータ解析結果を活用した渋滞予測・
渋滞緩和システムの実用化。 
 
③デジタルサイネージ（電子看板） 
 ・スマートフォンとデジタルサイネージ（電子看板）を連携させるシステムの実用化。デジタルサイネージからWi-Fi電波を発信し、ユーザーはブラウザを 
  立ち上げると、Wi-Fi経由で、商品の関連サイトにアクセスし詳細情報入手が可能。 
 ・音声に応じた表示変化等機能をもつデジタルサイネージの実用化。地下鉄内駅でも乗り換え経路、周辺情報検索可能なタッチパネル式看板を実用化。   
  日本語の他、英語、韓国語、中国語へ対応。 
 
④シェアサイクル 
 ・自転車を共有して使うシェアサイクルについて、ＩＣＴの活用の検討。 
 ・自転車専用レーンの整備等推進が課題。（ロンドン五輪ではシェアサイクルが活用） 
 
⑤空き家マッチング 
 訪日外国人向けに一般の空き家・空き部屋を貸し出すマッチングサービスの実用化。 
 
⑥歩行者ナビ 
 屋内版GPSを活用し、個人のスマートフォン上に位置を表示。建物内の構造は、３D電子図面データを活用するなど、歩行者のナビゲーションシステムの  
高度化 
 
⑦顔認証 
 出入国審査の迅速化等のため、空港において、旅券の顔画像と空港内の審査場で撮影した顔画像とを照合（認証）し同一人性を確認する実証実験。 
 
⑧ 電子マネー 
 海外旅行者の国内移動の利便性向上のため、交通系のプリペイド型電子マネーの購入・チャージや、解約時における残金やデポジットをクレジットカー
ドでの実現に向けた検討。 

※ 各種報道記事等から総務省作成 



３. 2020年に向けたＩＣＴの動向 
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